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１．防火管理者について 

消防法第８条の規定により、一定基準以上の建物の管理権原者(所有者、管理者、賃借人

など)は、管理・監督的な地位にある者の中から、防火管理の推進責任者である防火管理者

を選任し、消防計画を作成させ、消防署長に届け出なければなりません。防火管理者を選

任しなければならない建物は、建物の規模、使用状況により「甲種防火対象物」と「乙種

防火対象物」に分けられます。(表１参照) 

防火管理者となるには、一般的には「防火管理講習」を受講して、資格を取得する必要

があります。講習は２日間講習の「甲種防火管理講習」と１日講習の「乙種防火管理講習」

があります。「甲種防火対象物」の防火管理者になるには、「甲種防火管理講習」、「乙種防

火対象物」の防火管理者になるには「甲種防火管理講習」又は「乙種防火管理講習」を受

講しなければなりません。 

 また、収容人員が３００人を超える建物の防火管理者は、一定期間ごとの再講習の受講

が必要な場合があります。 

【表１】防火管理者を選任しなければならない建物 

建物用途 
建物全体の 

収容人員 
延べ面積 建物種別 必要資格 

飲食店・物品販売店舗・ホテル・病院など 

不特定多数の人が出入りする用途（特定用途） 

又は、特定用途を含む複合用途※ 

３０人以上 

３００㎡以上 甲種防火対象物 甲種防火管理講習 

３００㎡未満 乙種防火対象物 
甲種又は 

乙種防火管理講習 

事務所・共同住宅・工場など、主に決まった 

人しか出入りしない用途（非特定用途）  

又は、特定用途を含まない複合用途※ 

５０人以上 

５００㎡以上 甲種防火対象物 甲種防火管理講習 

５００㎡未満 乙種防火対象物 
甲種又は 

乙種防火管理講習 

※複合用途……建物が２以上の異なる用途に使用されているもの 

  

２．防火管理者の仕事 

防火管理者は、下記(表２)のような防火管理上必要な業務を行わなければなりません。 

【表２】防火管理者の仕事 

１ 消防計画の作成 

２ 消火、通報、避難訓練の実施 

３ 消防用設備等の点検・整備 

４ 火気の使用又は取り扱いに関する監督 

５ 避難又は防火管理上必要な構造(階段・通路等)及び設備(防火戸等)の維持管理 

６ 収容人員の管理 

７ その他防火管理上必要な業務 

 



３．消防計画について 

多くの人々が組織的に関わる防火管理業務を効率よく行うために、各自の任務分担や行

動を明確に取り決めし、文書にしたものが消防計画です。消防計画には下記(表３)のよう

な事項を定め、消防署長に届け出なければなりません。 

【表３】消防計画に定める事項 

１ 自衛消防組織の編成 ７ 防災教育 

２ 火災予防上の自主検査 ８ 火災等の災害時の自衛消防活動 

３ 消防用設備等の点検・整備 ９ 消防機関との連絡 

４ 避難施設・防火上の構造の維持管理 10 改装など工事中の火気の使用等の監督 

５ 収容人員の適正化 11 地震対策 

６ 消防訓練の実施  

 

４．消防訓練について 

防火管理者は、作成した消防計画に基づき、消火、通報及び避難の訓練を定期に実施し

なければなりません。特に、飲食店、物品販売店舗、ホテル、病院などの特定用途、又は

特定用途を含む建物は、年２回以上の訓練実施が義務付けられており、実施の際は、事前

に日時や訓練内容を消防機関へ通報しなければなりません。(表４参照) 

【表４】消防訓練の回数と事前通報 

建物用途 消防訓練の回数 事前の消防機関への通報 

飲食店・物品販売店舗・ホテル・病院など 

不特定多数の人が出入りする用途（特定用途） 

又は、特定用途を含む複合用途※ 

年２回以上 義 務 

事務所・共同住宅・工場など、主に決まった 

人しか出入りしない用途（非特定用途）  

又は、特定用途を含まない複合用途※ 

年１回以上 任 意 

※複合用途……建物が２以上の異なる用途に使用されているもの 

 

５．消防用設備等の点検・報告について 

 建物の関係者は、設置された消火器等の消防用設備を定期的に点検し、その結果を消防

署長に報告しなければなりません。点検には設備の外観や簡易な操作による機器点検と、

設備の一部若しくは全部を作動させ、又は使用することにより、設備の総合的な機能を確

認する総合点検があります。点検・報告の期間は下記(表５)のとおりです。 

【表５】消防用設備等の点検・報告の期間 

建物用途 
点検の期間 

消防署長への点検結果報告 
機器点検 総合点検 

飲食店・物品販売店舗・ホテル・病院など 

不特定多数の人が出入りする用途（特定用途） 

又は、特定用途を含む複合用途※ 

６か月ごと １年ごと １年に１回 

事務所・共同住宅・工場など、主に決まった 

人しか出入りしない用途（非特定用途）  

又は、特定用途を含まない複合用途※ 

６か月ごと １年ごと ３年に１回 



６．管理権原者が複数の場合 

防火管理者を選任しなければならない建物に、複数のテナントが入っている場合など、

管理権原者が複数の場合、その管理権原者(テナント)ごとに防火管理者を選任し消防計

画を作成しなければなりません。その場合の必要資格は下記(表６-１・表６-２)のとお

りです。 

【表６-１】甲種防火対象物で管理権限者(テナント)が複数の場合の防火管理者の資格 

管理部分(テナント)の用途 管理部分の収容人員 必要資格 

飲食店・物品販売店舗・ホテル・病院など 

不特定多数の人が出入りする用途（特定用途） 

又は、特定用途を含む複合用途※ 

３０人以上 甲種防火管理講習 

３０人未満 甲種又は乙種防火管理講習 

事務所・共同住宅・工場など、主に決まった 

人しか出入りしない用途（非特定用途）  

又は、特定用途を含まない複合用途※ 

５０人以上 甲種防火管理講習 

５０人未満 甲種又は乙種防火管理講習 

※複合用途……建物が２以上の異なる用途に使用されているもの 

【表６-２】乙種防火対象物で管理権限者(テナント)が複数の場合の防火管理者の資格 

管理部分(テナント)の用途 管理部分の収容人員 必要資格 

特定用途及び非特定用途 問わず 甲種又は乙種防火管理講習 

 

７．統括防火管理制度について 

平成２４年６月に消防法の一部を改正する法律が、平成２４年１０月に消防法施行令及 

び消防法施工規則の一部改正が公布されました。（平成２６年４月１日施工） 

 この消防法令の改正により、高層建築物、地下街等で管理権原が分かれている防火対象 

物の管理権原者に、統括防火管理者を協議して定め、届け出ることを義務付け、統括防火 

管理者に、その防火対象物の全体について消防計画の作成、当該消防計画に基づく消火、 

通報及び避難訓練の実施、廊下、階段、避難口等の管理等を行わせることとなりました。 

 また、統括防火管理者は、防火対象物全体について防火管理上必要があると認めるとき 

は、各防火管理者に対して必要に応じて指示をすることができることなどが定められまし

た。対象となるのは、管理権原が複数に分かれていて、下記(表７)に該当するたてもので

す。 

【表７】統括防火管理者の届出が必要な建物 

建物用途 建物全体の収容人員 建物の階数（地下を除く） 

飲食店・物品販売店舗・ホテル・病院など 

不特定多数の人が出入りする用途（特定用途） 

又は、特定用途を含む複合用途※ 

３０人以上 ３階建て以上 

特定用途を含まない複合用途※ ５０人以上 ５階建て以上 

高さ３１メートルを超える高層建築物 全部 

※複合用途……建物が２以上の異なる用途に使用されているもの 

※ただし、社会福祉施設等の用途を含む場合、収容人員が１０人以上のもの 

 



８．統括防火管理者の仕事 

統括防火管理者は、建物全体の防火管理体制を促進する必要があるため、各テナント等

の防火管理者と連携・協力しながら業務・役割を行うことになります。業務・役割につい

ては下記（表８）の内容です。 

【表８】統括防火管理者の業務・役割 

１ 建物全体についての消防計画の作成・届出 

２ 建物全体についての消防計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施 

３ 廊下や階段などの共用部分等の避難上必要な施設の管理 

 

９．防火管理者への必要な「指示権」の付与 

統括防火管理者は各テナント等の対応に問題があって、建物全体の防火管理業務を適切

に遂行することができない場合等に、各テナント等の防火管理者に対して、その権限の範

囲において必要な措置を指示することができます。 

 

１０．建物全体についての消防計画について 

建物全体についての消防計画には下記（表９）のような事項を定め、消防署長に届け出

なければなりません。 

【表９】消防計画に定める事項 

１ 各テナントの等の権限の範囲 ８ 消防訓練の実施 

２ 防火管理者の権限と責務 ９ 防災教育 

３ 防火管理業務の委託範囲 10

０

10

０0 

火災等の災害時の自衛消防活動 

４ 自衛消防組織の編成 11 消防隊への情報提供と誘導 

５ 火災予防上の自主検査 12 改装など工事中の火気の使用等の監督 

６ 消防用設備等の点検・整備 13 地震対策 

７ 避難施設・防火上の構造の維持管理 14 その他防火管理上必要な事項 

 

 


